若者の自殺を防ぐために
～　今後の取組に向けてのまとめ　～
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若者の自殺防止対策に関する検討会
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○　わが国の自殺者数は、平成10年以後、毎年3万人を越える状態が続いており、東京都においても、毎年2,700人前後の自殺者数で推移している。

○　東京都では、平成19年7月に「自殺総合対策東京会議」を設置し、医療・福祉・教育・産業など様々な分野からの参画を得て、自殺の「事前予防」「危機対応」「事後対応」について、総合的な自殺対策に取り組んでいる。

○　東京都の自殺者数を年代別にみると、15歳から39歳までの5歳ごとの年齢階級別死因順位で自殺は第1位である。死亡者数全体に占める割合は、年代によっては50％を超えており、全国に比較して自殺の占める割合が高い。
○　このような状況を勘案し、10歳代～30歳代の若者の自殺への対応方策を早急にまとめるために、東京会議のもとに「若者の自殺防止対策に関する検討会」を設置し、今後の施策の方向性を取りまとめた。
Ⅰ　東京都の若者の自殺の状況

　１　自殺者数の推移

○　東京都の自殺死亡者数は、平成9年までは2,000人前後で推移していたが、平成10年に約2,700人に増加し、以降は同様の状況が続いている。

図１　東京都の自殺死亡者数の年次推移
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　２　年齢階級別自殺者数の年次推移

○　年齢階級別の自殺者数では、男性は50歳代が最も多く、次いで60歳代が続く。女性では平成13年までは50歳代が多かったが、14年以降は30歳代が最も多く、この年代の死亡者数の増加傾向が続いている。また、平成16年以降は、20歳代の自殺が30歳代に次いで2番目に多くなっている。

図２　年齢階級別死亡者数年次推移（東京都：男性）
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図３　年齢階級別死亡者数年次推移（東京都：女性）
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　３　若者の自殺率*の推移

○　また、東京都の20歳代、30歳代の自殺率を全国と比較すると、男性は全国より低い傾向が続いているが、女性は全国に比較して高く、自殺率が高まる傾向が見られる。

図４　年齢階級別自殺率（20･30歳代、男性）
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図５　年齢階級別自殺率（20･30歳代、女性）
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　　　　* 自殺率は人口10万人あたりの自殺死亡者数

４　若者の自殺の死因順位*
○　年齢階級別の死因順位では、若者世代の死因順位の第1位は自殺であり、全体の死亡数に占める割合も高い。

○　全国では20歳から39歳までの5歳ごとの年齢階級で自殺が第1位になっているが、東京都では15歳から19歳の階級でも自殺が第1位であり、早い段階から自殺の占める割合が高くなっている。
○　15歳から39歳までの年齢階級で、自殺が死亡数全体に占める割合は、東京都は約30～50％と、全国に比較すると高い。

表１　年齢階級別死因順位及び死亡割合** (平成18年)
	　
	年齢
	第1位
	第2位
	第3位

	　
	
	死因
	死亡
割合
	死因
	死亡
割合
	死因
	死亡
割合

	全　国
	10～14歳
	悪性新生物
	23.2 
	不慮の事故
	18.5 
	自殺
	13.3 

	
	15～19歳
	不慮の事故
	34.1 
	自殺
	28.1 
	悪性新生物
	10.7 

	
	20～24歳
	自殺
	43.9 
	不慮の事故
	23.4 
	悪性新生物
	8.0 

	
	25～29歳
	自殺
	45.1 
	不慮の事故
	16.8 
	悪性新生物
	11.3 

	
	30～34歳
	自殺
	35.9 
	悪性新生物
	16.4 
	不慮の事故
	12.9 

	
	35～39歳
	自殺
	29.2 
	悪性新生物
	22.5 
	心疾患
	12.0 

	
	40～44歳
	悪性新生物
	28.2 
	自殺
	22.3 
	心疾患
	12.0 

	
	45～49歳
	悪性新生物
	34.5 
	自殺
	15.7 
	心疾患
	12.3 

	東京都
	10～14歳
	悪性新生物
	27.9 
	先天奇形
	11.6 
	脳血管疾患
	7.0 

	
	15～19歳
	自殺
	34.1 
	不慮の事故
	19.3 
	悪性新生物
	11.9 

	
	20～24歳
	自殺
	49.3 
	不慮の事故
	14.4 
	悪性新生物
	10.1 

	
	25～29歳
	自殺
	51.1 
	自殺
	15.0 
	悪性新生物
	10.0 

	
	30～34歳
	自殺
	37.1 
	悪性新生物
	14.9 
	不慮の事故
	9.8 

	
	35～39歳
	自殺
	29.7 
	悪性新生物
	23.8 
	心疾患
	9.1 

	
	40～44歳
	悪性新生物
	27.9 
	自殺
	20.9 
	心疾患
	11.8 

	
	45～49歳
	悪性新生物
	34.9 
	心疾患
	12.3 
	自殺
	12.2 



*  死因順位は、主要死因別死亡数を比較した順位

** 死亡割合は、年齢階級別死亡数に対する主要死因の百分率

５　若者の自殺の原因・動機
○　年齢階級別の自殺の原因・動機は、男性では女性よりも健康問題の割合が低く、経済・生活問題や勤務問題の割合が高い。20歳未満では学校問題、20～29歳では勤務問題が他の年齢よりも多い。女性では、年齢が高くなるほど健康問題の割合が高くなり、20歳未満では家庭問題、男女問題が比較的多い。
○　全体として、若い年代では、「その他、不詳」の割合が高く、原因・動機の把握が十分ではない状況である。
　　　　　図６　年齢階級別自殺の原因・動機（東京都：男性）
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　　　　　図７　年齢階級別自殺の原因・動機（東京都：女性）

[image: image7.emf]15.4%

22.9%

28.4%

31.0%

38.0%

53.2%

5.9%

4.5%

5.2%

19.2%

7.7%

10.3%

9.1%

12.2%

0.0%34.6%

41.2%

40.0%

28.4%

31.4%

20.5%

11.5%

17.6%

10.3%

17.2%

12.4%

9.4%

3.8%

4.3%

1.2%

4.5%

4.3%

7.4%

1.7%

2.9%

0.4%

3.4%

3.9%

7.1%

15.4%

0.6%

1.2%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

健康問題経済・生活問題勤務問題家庭問題男女問題学校問題その他不詳


Ⅱ　若者の自殺防止対策について
１　生きるための支援を行う体制を整備すること
　　　　～若者が「生きづらさ」を克服するために～
○　自殺を防止するためには、自殺のリスクの高い者や自殺念慮者に対して、行政や医療機関、各種民間団体等の関係者が連携して支えることが重要である。
○　そのためには、悩みをもち、また支援を必要とする若者が、悩みの相談や支援を受けやすくするための相談体制・支援の仕組みの充実が必要である。
○　若者が、生活するうえで必要とする情報、就業支援などの情報を容易に得られるような情報提供を行うことが必要である。具体的には、インターネットを利用したパソコンや携帯端末への情報提供方法等について、一層工夫をすることが有効である。
○　若者が将来に希望をもち、チャレンジすることができるよう、生活面・就労面等での支援策を行うことが重要であり、特に早期離職等就労のつまずきを契機に悩んでいる若者に対して、再チャレンジするための支援を行うことが有効である。

○　自殺未遂者については、再度自殺を企図する可能性が高いハイリスク者であり、再発防止を図るためには、継続的なフォローアップを行う方策を検討する必要がある。

　【取組の方向性】
○　パソコンや携帯端末を活用して、自殺防止に有効な情報や生活支援に関する情報等を効率的に提供するため、若者向けのポータルサイトの立ち上げ・運用を検討する。
○　若者にとってインターネットによる相談は親和性があり利用しやすいため、インターネット相談や携帯メール相談を拡充することを検討する。
○　自立した生活の確立を図るため、TOKYOチャレンジネット（住居を失いインターネットカフェや漫画喫茶等で寝泊りしている就労者への生活相談、居住相談等を行う事業）をはじめとした支援策を若者が活用できるよう、普及啓発を図る。
○　自殺未遂者への支援を強化するため、医療機関の連携による精神的ケアの充実や、地域における相談支援の拡充等により、自殺未遂者をフォローするしくみを検討する。

２　中長期的視点での自殺予防対策

　　　　　～若者の生きる力をはぐくみ、伸ばすために～
○　自殺に追い込まれる若者を減らすためには、誰もが生き生きと暮らしやすい社会を築いていくことが必要である。
○　そのために、相談支援等の体制の整備と合わせて、国民が自殺の現状を正しく認識し、一人ひとりができることから自殺予防に向けた取組を行う必要がある。

○　精神疾患等に対する偏見を減らすとともに、心身の不調を感じた時に速やかに医療機関を受診するなど、早期治療・早期対応をすすめることが必要である。
○　職場におけるメンタルヘルス対策や、学校現場における生きる力を育む教育をいっそう推進することが重要である。
　【取組の方向性】
○　都民に対して、自殺予防に関する普及啓発を効果的に行う。
○　地域における健康づくりの一環としてメンタルヘルス対策に取り組み、うつ等の精神疾患の早期発見・早期受診の重要性の普及啓発や、家族への支援を強化する。
○　職場におけるメンタルヘルス対策を充実するため、産業保健関係者と連携し、相談支援体制の拡充を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた普及啓発を積極的に行う。
○　学校など教育の場において、教職員の児童・生徒の自殺防止に向けた取組を進めるとともに、子どもが悩みを相談できる体制の強化を図る。また、生命の尊厳等に関する学習の取組を一層推進する。
３　若者の自殺に関する実態把握

　　　　～若者の自殺の背景・理由を知るために～
○　若者の自殺の背景については、実態の把握がまだ十分行われていない。今後、東京都における自殺防止対策を有効に進めていくためには、東京の若者の自殺の動機や基礎疾患の有無、就業状況、社会的背景などを把握する必要がある。

　【取組の方向性】
　　○　個人のプライバシーに十分配慮したうえで、東京都をはじめ関係機関が連携して自殺の実態を早急に調査し、若者の自殺の実態についてのデータの分析・評価を行う。

Ⅲ　自殺の連鎖を防ぐための取組について

１　健康危機情報の早期把握と関係機関連携の仕組み
　　　　　～早期の段階で迅速に対応するために～
○　今年のガス自殺の多発に見られるように、特定の事象を契機に自殺が連鎖的に頻発する現象はしばしばみられる。できるだけ早い段階で連鎖を断ち切るために、新たな手法等による自殺の連鎖が発生する兆しが見られた段階で、その情報を早期に把握して、関係機関で共有することが重要である。

○　都、国等の関係機関が連携して自殺の連鎖を断ち切るための介入方法を検討し、迅速に効果的な対策をとる仕組みをつくることが求められる。

　【取組の方向性】
○　東京都監察医務院は特別区内の異状死体の検案・死因の特定を行っている。そのため、特別区内で発生した自殺が疑われる死亡者全ての検案を行うため、特定の手段による自殺が短期間に集中して起こった場合には、その情報をいち早く把握することが可能である。また、救急医療現場や、警察、消防等の関係部署も自殺者及び自殺未遂者を数多く取扱っている。

　　これらの関係機関と行政機関が情報を共有し、早急に対策を講ずることができる体制の構築を検討する。
○　必要に応じてマスコミやインターネット関係業界団体等にも協力を求め、早期の対応を行えるよう検討を進める。
２　インターネット上の自殺誘引情報対策と報道における配慮
　　　　　～関係者による持続的な取組のために～
○　自殺に関する報道については、事実の報道も必要ではあるが、不適切な報道が行われると、同様の手段による自殺が群発することも懸念され、報道現場においても苦慮している状況である。
○　特に、自殺傾向のある若者は、自殺関連の情報に接した際、その内容が刺激的であるほど強い暗示を受け、群発自殺(suicide cluster)へ至りやすい。報道にあたっては、こうした群発自殺の社会心理学的メカニズムについての配慮も求められる。
○　都民に対して自殺に関する情報を適正に伝えることは重要であるが、その一方で、自殺を誘引する情報の削除を進める取組を都としても推進する必要がある。

【取組の方向性】
○　地方自治体としても、世界保健機構（ＷＨＯ）による「自殺予防～メディア関係者のための手引き～」について、日ごろからその周知を行うことが必要である。

○　報道各社では、取材や報道等に関し倫理規定を設けるなど、国民に適切な情報提供に努めているところである。自殺の報道に関しても、報道内容・方法等の検討は各社で行っており、さらに報道の方針を定める報道機関もある。世界保健機関（ＷＨＯ）の「自殺予防～メディア関係者のための手引き～」等を参考とし、適切な自殺報道がされるよう各社で自らガイドラインを策定し、それを遵守することが望まれる。
○　インターネット上で、自殺の手段を詳細に紹介するなどにより自殺を直接的に誘引する情報は、公序良俗に反するものとして契約約款に基づく削除をプロバイダ等において一層促進することが望まれる。
○　自殺関連の単語について検索した際に、自殺に関する相談窓口や自殺防止の情報を掲載したサイト等が表示されるよう、自主的に自殺予防に資する対策に取り組んでいる検索サイトの管理者もあり、同様の取組が一層促進されることが望まれる。
○　インターネット関連事業者と行政等の関係機関との情報交換、自殺予防への相互協力とともに、類似した事例が発生した場合に、迅速な対応が取られる体制を強化することを検討する必要がある。
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